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ICT活用工事の実施状況

どぼくってオモシロイ︕
静 岡 県 交 通 基 盤 部

「工事中」がみらいをつくる︕

資料２

H28 実績

工 種 発注件数 実施件数

土 工 152件 18件

舗装工 22件 2件

浚渫工 3件 2件

合 計 177件 22件

工 種 発 注 件 数 実施件数

土 工 154件 13件

合 計 154件 13件

発 注 方 式 工 種 発注件数 実施件数

I C T 導入型 土 工 32件 32件

受注者希望型

土 工 148件 16件
舗 装 工
（ 路 盤 ） 45件 1件
港 湾
浚 渫 工 6件 0件

そ の 他
舗 装 工
（ A S ） 1件 1件
河 川
浚 渫 工 1件 1件

合 計 233件 51件

H29 実績

※ H28・H29はすべて受注者希望型で実施

H30 実績

※ 速報値（仮集計）

ICT活用工事の実施件数

1
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初めて実施 ２回目以降 県外

ICT活用工事の施工者状況

• ICT導入型の開始により、実施件数が増加し、初めて実施する施工者も増加した
• 一方で、３年目を迎えて、２回目以降となる施工者も大幅に増加した
• 様々な施工者がICT活用工事に取り組んでいる状況となっている

2

44.1 

66.3 

0 10 20 30 40 50 60 70

ICT施工

従来施工

のべ作業人工数（人日）

31.8 

122.4 

173.3 

203.1 

0 50 100 150 200 250

ICT施工

従来施工

作業時間（時間）

建機作業 建機と作業員の交錯作業

省人化

安全性向上

ICT建機の利用により、「作業効率性が向上す
る」及び「補助作業員が不要となる」ことか
ら、のべ作業人工数が約３割削減された約３割削減

約７割削減

（N=15 平成30年度試行案件）

（N=15 平成30年度試行案件）

ICT建機の利用により、建機作業において補
助作業員が不要となることから、建機と作業
員の交錯作業が約７割削減された

ICT活用工事の実施効果（１）

3
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ICT活用工事の実施効果（２）

4

• 平均でみると、これまでの集計と同様に２割程度の削減
• 「起工測量」「出来形管理」は、運用での対応を行っているが一部の案件で作業時間が増

加している
• 「測量計算（設計データ作成）」は作業時間が増加している案件が一定数存在している

作業時間の比較 作業項目・案件ごとの状況
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平均33%
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平均16%
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平均23%
削減

平均10%
縮減

• 「施工」は、ICT建機の利用により、ほぼすべての案件において作業時間が縮減
• 「起工測量」「出来形管理」は、運用での対応を行っているが一部の案件で作業時間が増

加している
• 「測量計算（設計データ作成）」は作業時間が増加している案件が一定数存在している
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次年度に向けた課題と対応の方向性

6

項目 課題と対応

起工測量
• ３次元計測は、省略可能とする運用を行っており、県ガイドラインにおいても
説明を記載しているが、その運用の理解不足や周知不足があると考えられる
ことから、ガイドラインの追記を検討するとともに、運用の周知を図っていく。

測量計算
（設計データ作成）

• 一部において、設計データ作成に時間を要している施工者がみられることから、
設計データの提供について検討していく。

出来形管理
• 面管理が適さない箇所を対象から除外する運用を行っているが、県ガイドラ
インにおいて説明が記載されておらず、ガイドラインの追記を検討するとともに
運用の周知を図っていく。
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施工履歴データを用いた
舗装修繕工の出来形管理

施工技術総合研究所
1

資料３

○ 道路工事の現場で施工される全ての工種にＩＣＴを活用し、生産性向上を図る取組を推進。

法面工

舗装工

土工（盛土）

土工（軟岩）

地盤改良工

付帯構造物設置工
・排水構造物
・側溝・縁石
・擁壁等

舗装修繕工

Ｈ３１年度以降のＩＣＴ活用工種拡大 （道路工事）

H31.3.1 国土交通省 ICT導入協議会（第８回より抜粋） 2

H30からICT舗装修繕工

が工種拡大の対象に
なっている
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現況測量

数量算出

路面ﾏｰｷﾝｸﾞ

切削

切削深さ管理
（水糸下がり）

舗装厚さ管理

As舗装

品質管理
（コア抜き）

現況測量

数量算出

(横断測量)

(平均断面法)

（平面積×深さ）

（水糸下がり）

3D設計ﾃﾞｰﾀ作成

切削深さ管理
（履歴により代替）

舗装厚さ管理

As舗装

（面的計測）

品質管理
（コア抜き）

完了 完了

従来施工の流れ ICT修繕工（施工履歴の活用）の流れ

施工管理要領にて
①計測方法

②数量算出手法

※数量算出要領にて
TINの面積を施工面積
とする方法を追認

施工管理要領にて
①計測方法

②深さ・厚さ算出方法

施工管理要領にて
①履歴の管理方法
②履歴の評価方法

※出来形管理基準にて

深さ・厚さの面管理規
格値を新規作成

路面ﾏｰｷﾝｸﾞ

切削
（履歴管理SYS付）

切削（3D‐MC）
（履歴管理SYS付）

プロセスの削減

省力化

今回の検証
ターゲット

危険作業の削減

危険作業の削減

管理の
省力化

計測の
省力化

（深さ・厚さ）

立会いの省略

ＩＣＴ舗装修繕工のコンセプト（案）

検証が
必要な
事項

3

従来

ICT

深さ
48～53mm

深さ
43～48mm

最大深さ：○○
最小深さ：○○
平均深さ：○○

施工履歴の出力イメージ

切削工のＩＣＴ施工による出来形管理イメージ

4
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１．現場調査の目的

舗装補修工事（切削工）における施工と出来形管理の省力化を目的として、施工履歴データ
を用いた出来形管理手法の検討を実施。

・３次元設計データ等によるICT建機の制御により、施工前の
マーキング作業等が不要になる。
・路面切削機などのICT建機により、施工しながら切削箇所の座
標取得。段階確認の省略と施工後の計測作業が不要。

・必要な切削深さなどのマーキングなど、施工のための準備作業
に時間を要する。
・狭隘で、時間のない中、切削面の切削深さや幅などを計測する
作業が必要。

従来計測手法（レベル・テープ） ICTを用いた計測手法

舗装面の切削

舗装面の切削＋施工履歴

ICT建機

舗装面の施工履歴データ

切削量ﾏｰｷﾝｸﾞ

段階確認・出来形計測

舗装高 5.545 5.555 5.560

現況地盤 5.542 5.550 5.557

切削高 5.495 5.505 5.510

切削厚 47 45 47

舗装厚 50 50 50

横断測量・横断図作成

施工中の確認

横断測量

スキャナー等を
使った計測

切削面の施工履歴データ

切削深さのヒートマップ

３次元設計データの作成

切削ビット

切削機

GNSS（TS）
アンテナ

5

２．調査概要（施工履歴の精度検証）

正解値

施工履歴データ

スキャナー計測の場合
は、TINからTSと同じ平
面位置の座標抽出

TS＋レベル計測座標

レベル測量およびTS・スキャナーで計
測した箇所の深さ

ICT建機（MC/MG）を用いた施工履歴データの取得（切削面）

施工前の現況測量

GNSS（TS）
アンテナ

切削後の測量

切削機の両サイドの切削深
さを記録可能

比較

6
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試験施工実施日
2019/1/24～1/25
場所：清市舗第１６号 吉川堀込3号線舗装工事
発注者：静岡市建設局道路部清水道路整備課
施工者：産業建設株式会社 様

３．試行現場の概要

静岡県警察本部
清水分庁舎

中部電力
清水変電所

RD‐MC検証区間
① No.8 ～ No.10+10
② No.10+10～No.12+10

切削オーバーレイ工

国道1号線方面

NO.8

NO.10+10

NO.12+10

7

４．切削機へのＭＣシステムと設置状況

ＭＣシステムの概要

ＭＣシステムの設置

STEP1
GNSSで水平位置（切削機の施工位置）を特定

STEP２
機械制御ポイントと現況面までの距離を計測

STEP３
①GNSS水平位置の現況面と設 計面の厚み（距
離）リアルタイム計算

②機械制御ポイントと現況面までの距離を合計
③機械制御ポイントと設計面の厚み（距離）を一
定になるように制御

RTK‐GNSS
アンテナ

YO‐YO
ｾﾝｻMCｺﾝﾄﾛｰﾗ

施工履歴
8
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５．施工および計測状況（切削前）
切削前の測量

国道1号線方面

NO.8（160）

NO.10+10
（210）

NO.12+10
（250）

CL R1

Ｌ1

7.400
7.500
7.600
7.700
7.800
7.900
8.000

162 172 182 192 202 212 222 232 242

高
さ
(m

)

測点（累加距離m）

ＣＬ レベル計測結果
切削前

7.400
7.500
7.600
7.700
7.800
7.900
8.000

162 172 182 192 202 212 222 232 242

高
さ
(m

)

測点（累加距離m）

Ｒ１ SCAN
切削前

7.400
7.500
7.600
7.700
7.800
7.900
8.000

162 172 182 192 202 212 222 232 242

高
さ
(m

)

測点（累加距離m）

Ｌ１

SCAN
切削前

9

６．施工および計測状況（切削後）

切削後の状況

10国道1号線方面

NO.8（160）

NO.10+10
（210）

NO.12+10
（250）

CL R1

Ｌ1

①
②

③

④

10
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７．施工履歴データの精度検証

0.040

0.050

0.060

0.070

212 217 222 227 232 237 242 247 252

ＣＬ

①計測厚さ ②RD‐MC記録（深さ）

0.070

0.090

0.110

0.130

0.150

212 217 222 227 232 237 242 247 252

Ｒ１

①計測厚さ ②RD‐MC記録（深さ）

‐0.020

‐0.010

0.000

0.010

0.020

212 217 222 227 232 237 242 247 252

計測厚さ－機械履歴

R1側①‐② ＣＬ側①‐②

国道1号線方面

NO.8（160）

NO.10+10
（210）

NO.12+10
（250）

CL R1

Ｌ1

平均 -0.001
標準偏差 0.004

最大 0.003
最小 -0.009

データ数 14

平均 -0.001

標準偏差 0.007
最大 0.012
最小 -0.015

データ数 14

CL側

R1側

R1側にマンホール

11

８．施工履歴データの精度検証

国道1号線方面

NO.8（160）

NO.10+10
（210）

NO.12+10
（250）

CL R1

Ｌ1

0.000

0.050

0.100

0.150

0.200

162 167 172 177 182 187 192 197 202 207

Ｌ１

①計測厚さ ②RD‐MC記録（深さ）

0.000

0.020

0.040

0.060

0.080

162 167 172 177 182 187 192 197 202 207

ＣＬ

①計測厚さ ②RD‐MC記録（深さ）

‐0.040

‐0.020

0.000

0.020

0.040

162 167 172 177 182 187 192 197 202 207

計測厚さ－機械履歴

Ｌ1側①‐② ＣＬ側①‐②

平均 0.000
標準偏差 0.017
最大 0.023
最小 -0.036

データ数 19

平均 0.002
標準偏差 0.010

最大 0.014
最小 -0.015

データ数 18

CL側

L1側

路盤面（砕石）が露出

12
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９．施工履歴の精度検証

平均 0.000
標準偏差 0.011
最大 0.023
最小 -0.036

データ数 65

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0
.0
2
5
~

0
.0
2
0
~

0
.0
1
5
~

0
.0
1
0
~

0
.0
0
5
~

0
.0
0
0
~

‐0
.0
0
5
~

‐0
.0
1
0
~

‐0
.0
1
5
~

‐0
.0
2
0
~

‐0
.0
2
5
~

‐0
.0
3
0
~

‐0
.0
3
5
~

‐0
.0
4
0
~

計測厚－履歴厚（m）

レベルでの計測厚と施工履歴の厚さの差

切削機システム

（X,Y）

（X,Y,Ｔ切）Ｔ切

切削機のＭＣシステムの施工履歴

52

切削深さの記録

切削前
形状計測

切削後
形状計測

切削機
進行方向

Ｔ切

切削機のビット
張出し量の履歴

まとめ
 施工履歴の計測精度は標準偏差で11mm
である。

 キャリブレーションを正確に実施すること
で、施工履歴データで実際の切削厚さを連
続的に管理できる可能性がある。

13

１０．施工履歴を用いた切削工の出来形管理手法について

切削機システム

（X,Y）

（X,Y,Ｔ切）Ｔ切

切削機のＭＣシステムの施工履歴

52

切削深さの記録

切削前
形状計測

切削後
形状計測

切削機
進行方向

Ｔ切

切削機のビット
張出し量の履歴

車線内での現況測量が削減。安全性の向上が期待できる。
車線内のマーキング作業を省略。安全性の向上が期待できる
ICT切削機の導入による施工履歴管理で出来形計測の効率化。安全性の向上が期待でき
る。
段階確認の省略。作業時間の短縮が期待できる。

メリット

現況測量（３次元計測）の手間
ICT切削機による施工履歴記録システムの開発（今回の実験はプロトタイプ）
システムの信頼性向上（システムトラブルによる待機時間の余裕はない）
記録データの信頼性確保（システムの扱いや運用方法の確立）

課題

14
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情報共有システムの導入

どぼくってオモシロイ︕
静 岡 県 交 通 基 盤 部

「工事中」がみらいをつくる︕
0

建設支援局 建設技術企画課

資料４－１

システムを活用した書類授受従来の書類授受
受注者 発注者

打合せ簿
（指示・承諾・協議・提出・報告書）

①提出

受理・承諾

④書類整理・保管

②返却

受注者 発注者

打合せ簿
（指示・承諾・協議・提出・報告書）

①システム登録

受理・承諾

②システム処理

インターネット

必要時に参照

④保管

システムで保管
納品データ自動整理

発議 発議

情報共有システムの概要

③完成書類
作成 ③完成書類

登録

1

• 「指示・承諾・協議・提出・報告書」「休日・夜間作業届」「段階確認・立会願」「工事工程月報」の工事帳
票の書類授受をシステムで実施

• 完成図書の納品及び検査をシステムで実施（電子媒体による納品は行わない）
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全体の流れ①

事前協議
事前協議チェックシートでシステム利用の有無、システム利用の対象と
する書類を協議します。

発注資料データ登録
【発注者】

発注図面、数量表などの資料をシステムに登録します。受注者はシス
テムでデータを取得できます。
※システムでの提供は必須ではありません

2

工事帳票の書類授受
【受注者・発注者】

工事帳票を作成しシステムに登録します。登録された書類の決裁処
理を行います。
※すべての書類授受をシステムで実施する必要はありません

利用開始手続き
【受注者】

受注者は、システム事業者に利用申し込みを行い、契約します。シス
テム利用料は受注者がシステム事業者に支払います。

全体の流れ②

3

検査準備
【受注者】

検査に利用するパソコンを準備します。オンラインで実施する場合は、
通信回線を準備します。オフラインで実施する場合は、データを用意し
ます。

検査
【受注者・発注者】

パソコンのデータ閲覧により検査を実施します。
※紙媒体の書類は紙媒体で検査を行います

工事完成図書のデータ
登録
【受注者】

完成書類データを登録します。
※すべての書類をシステム登録する必要はなく、紙媒体での提出も可
能です

データ保管
【発注者】

システムに登録されたデータを保管管理システムに自動転送します。
※受注者はシステムに登録されたデータを電子媒体などで提出する必
要はありません
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システムの対象書類

4

工事帳票
項目 細目

契約関係
書類

工事測量成果表
施工計画書
工事実績データ
施工体制台帳
休日・夜間作業届
材料承認願

施工管理 指示・承諾・協議・提出・報
告書

工程管理 工事工程月報

• 「工程表」「主任技術者等通知書」などの契約関
係書類は電子化の対象外

工事完成図書
出来形管理
段階確認・立会願
安全・訓練等の実施報告書
建設副産物
残土処分
建退共証紙受払簿（写）
総合評価履行確認シート
品質証明書
品質管理表
使用材料品質証明書
創意工夫・社会性等に関する実施状況
工事図面
工事写真
地質土質調査
i-Construction関連
• 「表紙・目次」「材料検査簿」は電子化の対象外

運用に関する留意事項

55

書類の取扱い

• 情報共有システムで授受する書類の印鑑の押印は省略できます
• 書類毎に電子媒体と紙媒体のいずれかを選択できます

• 原本が紙媒体の書類を電子化する必要はありません
• 紙媒体で提出した書類は電子化する必要はありません

• 提出後の書類の差し戻し、決裁後の承認取り消しと書類修正もシステムで行います

完成書類・検査の取扱い

• 登録データはシステムのチェック機能で確認を行って下さい
• 電子納品チェックシステムによるチェックは不要です

• 完成図書の電子媒体による納品は行いません
• 電子媒体で提出していた工事写真などはシステムに登録します
• システム登録しない書類は紙媒体で提出します

• 検査はシステムに登録されたデータをパソコンで閲覧して実施します
• 検査時にインターネット環境が準備できない場合は、データを一括ダウンロードし
ておきます
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利用に関する事項

66

利用開始時の注意

• 工事契約時に受注者にお知らせメールが送信されます。
• お知らせメールは、すべての工事に配信されるので、情報共有システムを利用しない
場合は手続きは不要です。

• お知らせメールは、入札参加資格者名簿の申請に記載のメールアドレスに送付されま
す。

利用システム

• 静岡県情報共有システムポータルサイト（4月運用開始予定）
https://web.neo-calsec.com/portal/shizuoka/

• 受注者がシステム事業者と契約を行い、利用料を支払います
（費用は共通仮設費の経費率に含まれます）

平成31年度の導入に関する事項

77

対象工事

2019年度

土木工事 農林土木工事
当初契約額 60,000千円以上で原則実施
60,000千円未満の工事は受注者が希望する場合に実施

営繕工事
モデル工事として数件試行

2020年度以降 実施状況や意見等踏まえて対象の拡大を予定

受注者向け説明会（予定）

5/27（月） 浜松総合庁舎 １階大会議室

5/28（火） 沼津総合庁舎 別棟２階会議室

5/29（水） 静岡総合庁舎 第８会議室
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静岡県情報共有・電子納品運用ガイドライン（案）　意見照会

箇所 修正 説明等

1

Ｐ2 施工中情報共有システムによる書類授受において、発注者の確認した印の入った書類は、格納さ
れていくのでしょうか。また、受注者がそれを確認、紙または電子形式で受取できるようになるので
しょうか。

－

決裁処理のされた書類がシステムで保管されます。必
要に応じて印刷が可能です。

2

P4　表5
P13　5.5.1

材料承認願いについて
表5では書類授受及び納品を行うことができるとなっているが、P13　5.5.1では情報共有システムに
登録することができないとなっていいます。実際は電子、紙どちらにての納品でしょうか。

無

「材料承認願」は、電子の対象です。「材料検査簿」
は、電子の対象外です。

3

P.4,P.12 P.4において、「情報共有シズテムを利用する場合」「段階確認・立会願」は〇：情報共有システムで
納品を行うことができる項目となっているが、P.12では「段階確認・立会願」は「発議書類作成機能」
で対象となる工事帳票となっている。P.4　表5の「段階確認・立会願」は◎となると思いますが如何で
しょうか。

有

修正しました。

4

P7
３．１

契約書類は、電子化の対象にしないのですか？

無

契約書類は、情報共有システムにおいて法令上の要
件を満たさないため、今後導入を検討している電子契
約システムの対象となります。

5

P11 検査に使用するパソコンは、受発注者でどちらが用意するか協議を行います。ただし、情報共有シ
ステムを利用する場合、原則として受注者が用意するらしいですが、検査は、データの閲覧で行う
場合、通信設定などどの資料は県から通知されるのでしょうか。

無

インターネット環境があれば、システム利用が可能で
す。検査会場でインターネット環境の用意ができない
は、事前に一括ダウンロードをすることで対応して下さ
い

6

P12　5.2.2 電子データ容量について
写真等容量が多くなってしまう場合は別途協議にて電子媒体での納品などになるのでしょうか。 無

容量が多い場合においても、システム登録での納品を
想定しています。

7

P15
提出部数

業務委託の電子納品において、紙の提出を2部依頼される業務や、電子納品データが分かり難い
ため、オリジナルデータの提出を要望される機関もある為、費用をみていただけないでしょうか。 無

提出部数の徹底について、引き続き周知してまいりま
す。

8

P14
５．７．１

情報共有システムから電子納品保管管理システムへ自動転送となっていますが、両方のシステム
をＷＥＢ上のＡＳＰ等で管理するということでしょうか？ －

システム連携処理は、セキュリティ等の観点から、詳
細について回答できません。

9

P14
５．７．１

オンライン電子納品及び保管管理システム連携機能は国交省の情報共有システム機能要件Rev5
（Ｈ30/3）でも将来の機能要件として上がっていますが、いつ頃からの導入を見込んでいますか？ －

システム連携処理は、県で独自の要件を設けていま
す。

10

P21 誤植になります。
事前協議チェックシートの測量成果電子納品要領の年度が「H28.03」と古いままのようです。
「H30.03」ではないでしょうか。

有

修正しました。

11

利用システム 情報共有システム運用する場合の受注者側のＰＣは、1台のみの利用となりますか？台数制限が
ありますか？ －

ウェブブラウザでログインして利用するシステムのた
め、ＰＣの台数制限等はありません。

12

利用システム 使用する情報共有システムのベンダー選定はどのように行う予定ですか？

－

県のネットワーク環境への対応等が必要となることか
ら、県で選定手続きを行いベンダーの選定を行いまし
た。

13

利用システム 利用料金の支払い工事現場ごとの支払ですか？まとめて会社単位ですか？また、利用料金はどの
程度ですか？ －

工事毎に月額利用料金の支払いを行って頂きます。
システム事業者との契約になるため、システム事業者
が利用料金を設定します。

14

利用システム 利用料金はどのくらいになるのでしょうか。

－

システム事業者との契約になるため、システム事業者
が利用料金を設定します。

15

その他 情報共有システムを利用する場合と利用しない場合の工事評価点への影響の有無について知りた
い。 －

利用有無のみで、工事成績評定への影響はありませ
ん。

16

その他 ペーパーレス化、迅速化を図る一方で、受注者メールの添付ファイル2MB未満というのに合点がい
きません。受信容量を増やすか、安全で利便性の高いデータ交換方法をご検討いただきたい。 －

県のメールサーバの運用等の制約があるため、大容
量のデータ交換は、ファイル交換サービスを利用して
下さい。

17

その他 書類を持って伺う時間を短縮できるのは、工事担当者にとって利益になると思います。
発注者側の担当者とのコミニュケーション不足となることは気をつけたいです。 －

18

その他 情報共有システムは国土交通省において既に導入しており、業務の効率化に繋がっています。県
の導入は大変に助かります。 －

No. 意見・質問等
対応・回答

資料４－２
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１．本ガイドラインの取り扱い 

１．１ 目的 

「静岡県情報共有・電子納品運用ガイドライン」（以下、「本ガイドライン」という。）

は、静岡県が発注する公共事業で情報共有及び電子納品を実施するにあたり、対象範囲、

適用基準類、発注者と受注者が留意すべき事項等を示したものです。 

 

１．２ 対象業務・工事 

本ガイドラインは、静岡県交通基盤部及び経済産業部の発注する土木工事、農林土木

工事及びそれらに関連して行なう測量、設計、地質・土質調査の業務委託に適用します。

ただし、電気通信設備工事、機械設備工事は対象外とします。 

なお、「年間業務委託」や「小規模修繕業務委託」など、将来にわたり成果品の有効利

用が見込まれない工事、業務委託には適用しません。 

電算帳票作成業務委託は、「電算帳票作成委託の電子納品要領」を適用します。 

 

表 1 成果品を規定する仕様書 

種 別 仕様書名 監 修 

土木工事 土木工事共通仕様書 

静岡県交通基盤部 

農林土木工事 農林土木工事共通仕様書 

設計業務 
業務委託共通仕様書 

農林土木業務委託共通仕様書 
測量業務 

地質・土質調査 

 

１．３ 準拠する要領・基準類 

本ガイドラインに記載のない項目は、以下の要領・基準に準拠します。なお、各電子

納品に関する要領・基準は、適宜追加・改定等が行われるため、最新版を適用して下さ

い。 

 

表 2 準拠する要領・基準類 

要領・基準名 策定・改定年月 策 定 

工事完成図書の電子納品等要領 平成 28 年 3 月 

国土交通省 

土木設計業務等の電子納品要領 平成 28 年 3 月 

ＣＡＤ製図基準 平成 29 年 3 月 

デジタル写真管理情報基準 平成 28 年 3 月 

測量成果電子納品要領 平成 30 年 3 月 

地質・土質調査成果電子納品要領 平成 28 年 10 月 
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２．全体の流れ【工事】 

２．１ 全体の流れ（情報共有システムを利用する場合） 

情報共有システムを利用する場合は、書類授受及び電子納品を情報共有システムによ

り行うものとします。一連の流れを表 3 に示します。情報共有システムを利用する場合

は、電子媒体による納品を行いません。 

 

表 3 全体の流れ（情報共有システムを利用する場合） 

作業段階 発注者 受注者 
発注時 ■発注図の作成  

着手時 

■事前協議 
対象書類の取扱い、検査方法等について協議 
■情報共有システムへの発

注資料の登録 
・測量設計成果 
・発注図面・数量表 

 

施工中 
■情報共有システムによる書類授受 
・指示・承諾・協議・提出・報告書  ・休日・夜間作業届 
・段階確認・立会願         ・工事工程月報 

完成時 

 ■工事完成図書の情報共有システム登録

＜書類管理機能【共有書類・検査支援】＞

・出来形管理 
・安全・訓練等の実施報告書 
・建設副産物 
・残土処分 
・建退共証紙受払簿（写） 
・総合評価履行確認シート 
・品質証明書 
・品質管理表 
・使用材料品質証明書 
・創意工夫・社会性等に関する実施状況

＜電子成果作成機能【納品物等を作る】＞

・工事図面 
・工事写真 

・地質・土質調査 

・i-Construction 関連 

■工事完成図書（紙媒体）の作成 
電子化が不適当な書類は、紙媒体の工事

完成図書を作成 
検査 ■情報共有システム登録データの完成検査 

完了後 

■情報共有システムに登録

された工事完成図書を電子

納品保管管理システムに登

録（自動転送） 

■情報共有システムのすべての登録デー

タをダウンロード 
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２．２ 全体の流れ（情報共有システムを利用しない場合） 

情報共有システムを利用しない場合は、電子媒体による電子納品を行うものとします。

一連の流れを表 4に示します。 

 

表 4 全体の流れ（情報共有システムを利用しない場合） 

作業段階 発注者 受注者 
発注時 ■発注図の作成  

着手時 
■事前協議 
対象書類の取扱い、検査方法等について協議 

完成時 

 ■工事完成図書の作成 
＜紙媒体（電子も可）＞ 
・出来形管理 
・安全・訓練等の実施報告書 
・建設副産物 
・残土処分 
・建退共証紙受払簿（写） 
・総合評価履行確認シート 
・品質証明書 
・品質管理表 
・使用材料品質証明書 
・創意工夫・社会性等に関する実施状況

＜電子媒体＞ 
・工事図面 
・工事写真 

・地質・土質調査 

・i-Construction 関連 

■電子媒体の確認 

・内容確認 

・ウィルスチェック 

・電子納品チェックシステムによる確

認 

納査 

■電子媒体の確認 
・内容確認 

・ウィルスチェック 

・電子納品チェックシステム

による確認 

 

■電子媒体の完成検査 

完了後 
■電子媒体データを電子納

品保管管理システムに登録 
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３．対象書類 

３．１ 対象書類【工事】 

情報共有システム・電子納品の対象書類は表 5のとおりとします。 

 

表 5 対象書類一覧 

項目 細目 
情報共有システム

を利用する場合 

情報共有システムを

利用しない場合 

契約関係

書類 

工事測量成果表 

◎ △ 

施工計画書 

工事実績データ 

施工体制台帳 

休日・夜間作業届 

材料承認願 

施工管理 
指示・承諾・協議・提出・報

告書 
◎ △ 

工程管理 工事工程月報 ◎ 対象外 

履行報告 工事記録簿 ◎ 対象外 

工事完成

図書 

出来形管理 ○ 

△ 

段階確認・立会願 ◎ 

安全・訓練等の実施報告書 

○ 

建設副産物 

残土処分 

建退共証紙受払簿（写） 

総合評価履行確認シート 

品質証明書 

品質管理表 

使用材料品質証明書 

創意工夫・社会性等に関す

る実施状況 

工事図面 

● ● 
工事写真 

地質・土質調査 

i-Construction関連 

 ◎：情報共有システムで書類授受及び納品を行うことができる項目 

〇：情報共有システムで納品を行うことができる項目 

 ●：原則として電子（情報共有システム又は電子媒体）で納品を行う項目 

 △：受注者が希望する場合に電子媒体で納品を行うことができる項目 
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３．２ フォルダ構成【工事】 

電子納品のフォルダ構成は表 6 のとおりとします。 

 

表 6 電子納品のフォルダ構成（工事） 

フォルダ サブフォルダ 納品項目 備考 

PLAN 施工計画書 

MEET 
指示・承諾・協議・提出・報告書、工事測量成果表、

工事実績データ、施工体制台帳 

OTHRS 

ORG001 休日・夜間作業届 

ORG002 材料承認願 

ORG003 工事工程月報 

ORG004 工事記録簿 

ORG101 出来形管理 

ORG102 段階確認・立会願 

ORG103 安全・訓練等の実施報告書 

ORG104 建設副産物 

ORG105 残土処分 

ORG106 建退共証紙受払簿（写） 

ORG107 総合評価履行確認シート 

ORG108 品質証明書 

ORG109 品質管理表 

ORG110 使用材料品質証明書 

ORG111 創意工夫・社会性等に関する実施状況 

DRAWINGF 工事図面 
CAD製図基準に準拠した図面が貸

与された場合に利用 

PHOTO 工事写真  

BORING 地質土質調査 地質・土質調査成果がある場合 

OTHRS ORG201 工事図面 
CAD製図基準に準拠しない図面が

貸与された場合に利用 

ICON 
i-Construction

関連 

i-Constructionに関連する電子成

果がある場合 
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３．３ フォルダ構成【業務】 

業務委託の電子納品のフォルダ構成は表 7 のとおりとします。原則、「土木設計業務

等の電子納品要領」、「測量成果電子納品要領」、「地質・土質調査成果電子納品要領」の

フォルダ構成に準拠します。 

 

表 7 電子納品のフォルダ構成（業務） 

フォルダ 納品項目 備考 

REPORT 報告書 

DRAWING 図面 

PHOTO 写真 

BORING 地質土質調査 地質・土質調査成果がある場合 

SURVEY 測量 測量成果がある場合 

ICON 
i-Construction

関連 

i-Constructionに関連する電子成

果がある場合 
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３．４ 書類の電子・紙媒体の取扱い【工事】 

紙媒体による提出が必要となる書類は、電子化の対象外とします。書類の電子（情報

共有システム又は電子媒体）・紙媒体の取扱いは表 8 のとおりとします。 

 

表 8 契約関係書類・完成図書一覧 

種別 項目 電子 紙 

契約関係

書類 
契約書 

× ○ 

建設業退職員共済組合掛金収納書 

工程表 

主任技術者等 

品質証明員通知 

補助技術者通知 

請負代金内訳書 

情報共有・電子納品事前協議チェックシート 

工事測量成果表 

電子または紙媒体 
施工計画書 

工事実績データ 

施工体制台帳 

中間検査復命書 × ○ 

休日・夜間作業届 
電子または紙媒体 

材料承認願 

完成図書 表紙・目次 × ○ 

出来形管理 

電子または紙媒体 段階確認・立会願 

安全・訓練等の実施報告書 

材料検査簿 × ○ 

建設副産物 

電子または紙媒体 

残土処分 

建退共証紙受払簿（写） 

総合評価履行確認シート 

品質証明書 

品質管理表 

使用材料品質証明書 

創意工夫・社会性等に関する実施状況 

工事図面 

〇 × 
工事写真 

地質土質調査 

i-Construction関連 

○：対象 ×：対象外 
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４．事前協議 

４．１ 協議内容【工事】 

情報共有システムの利用、電子納品の実施に当たり必要となる以下の内容について「事

前協議チェックシート」により協議を行います。 

１）適用する要領・基準類 

２）情報共有システムの利用の有無 

３）対象書類の取扱い 

４）検査方法 

５）ボーリングデータの取扱い（※地質・土質調査がある場合） 

 

４．２ 協議内容【業務】 

電子納品の実施に当たり必要となる以下の内容について「事前協議チェックシート」

により協議を行います。 

１）適用する要領・基準類 

２）対象書類の取扱い 

３）検査方法 

４）ボーリングデータの取扱い（※地質・土質調査がある場合） 
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５．情報共有システム【工事】 

５．１ 利用に関する手続き 

５．１．１ 全体の流れ 

情報共有システムを利用する場合の利用開始から利用終了までの全体の流れを示しま

す。 

 

工程 発注者 受注者 

契約後 

  

施工中 

  

完了後 

  

図 1 全体の流れ 

 

５．１．２ 利用申込み 

発注者が静岡県建設事務総合システムで契約登日録を行うと受注者のメールアドレス

（入札参加資格者名簿の申請に記載のメールアドレス）宛にお知らせメールが送信され

ます。 

メールには、「利用申込書」「利用規約」が添付されています。受注者は、「利用規約」

を確認のうえ、「利用申込書」に必要事項を記載し、メールに記載されている URL にアク

セスし、「利用申込書」を登録して下さい。 

申込み完了後に、受注者に「利用確定書」が送付され、受発注者の担当者に「利用開

始通知書」がメールにて送付されます。 

情報共有システム利用申込

事前協議 

情報共有システム利用開始 

情報共有システム利用 

・書類の提出、決裁 

・図面、写真等の共有 

・電子成果の共有 
利用料金支払い 

情報共有システム利用終了 
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工程 発注者 受注者 情報共有システム 

利用開始 

   

図 2 情報共有システム利用申込み 

 

５．１．３ 利用料金の支払い 

利用料金は、サービス事業者が受注者に請求を行います。受注者は、請求に基づき、

利用料金を支払います。利用料金が未払いとなった場合、情報共有システムの利用が停

止される場合があります。 

 

 

お知らせメール 

を送信 

利用規約確認 

申込書の記入 

利用申込書を 

登録 

利用申込書確認 

利用登録 

利用開始通知書の

送付 

（利用開始日） 

利用開始通知書の

受信 

利用開始通知書の

受信 

情報共有システム利用開始 

（申込者） 

利用確定書の受信

利用開始通知書は、「利用開始日」にメールで通知されます。 

「利用開始日」は、申込書に記載した利用開始希望日となります。申込書に利用

開始希望日の記載のない場合や確認手続きに時間がかかった場合は、サービス事

業者確認完了日の翌日となります。 

契約日登録 

（静岡県建設事務

総合システム） 
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５．１．４ 利用終了 

情報共有システムの利用終了は、受発注者の担当者に利用終了の３０日前と１５日前

に利用期間終了の事前案内メールが送信されます。 

利用期間の延長が不要な場合、事前案内と同様に利用期間終了の通知がされ、システ

ム利用が終了します。 

工期延長等により、システム利用期間の延長が必要な場合、受注者は利用期間延長の

申込みを行います。 

 

工程 発注者 受注者 情報共有システム 

利用終了 

   

図 3 情報共有システム利用終了 

  

利用期間終了の 

事前案内（メール）

利用期間終了 

事前案内の受信 

利用期間終了の 

事前案内の受信 

利用期間延長の申込

み 

利用期間延長処理

（利用契約変更）

利用期間変更 

案内の受信 

利用期間変更 

案内の受信 

利用期間を延長する場合 

利用期間の延長が不要な場合 

利用期間終了の通

知（メール） 

利用期間終了通知 

の受信 

利用期間終了通知 

の受信 

情報共有システム利用終了 
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５．２ 工事帳票 

５．２．１ 対象工事帳票 

情報共有システムの「発議書類作成機能」で対象とする工事帳票は、表 9に示す４種

類です。 

 

表 9 工事帳票一覧 

帳票 書類管理 

指示・承諾・協議・提出・

報告書 

「工事測量成果表」「施工計画書」「工事実績データ」「施

工体制台帳」「材料承認願」「指示・承諾・協議・提出・報

告書」に分類 

休日・夜間作業届 「休日・夜間作業届」に分類 

工事工程月報 「工事工程月報」に分類 

段階確認・立会願 「段階確認・立会願」に分類 

 

５．２．２ 工事帳票の作成 

受注者または発注者が、情報共有システムで工事帳票の処理を行う場合、「発議書類作

成機能」により作成します。添付する電子データの容量は送受信速度に影響することか

ら、適切な容量となるように注意します。 

 

５．２．３ 工事帳票の処理 

受注者または発注者は、作成した工事帳票を「ワークフロー機能」により、発議しま

す。相手はその工事帳票に対して処理を行います。 

発注者は、システム利用者以外の決裁処理が必要となる場合、紙決裁を行った後に、

システム処理を行います。 

 

５．２．４ 工事帳票の整理 

工事帳票は、「書類管理機能【共有書類・検査支援】」により、取りまとめを行います。 

 

５．３ 工事帳票に関する留意事項 

５．３．１ 文書（電子）の印鑑の取扱い 

情報共有システムで授受する工事帳票は、共通仕様書において、押印を省略できるこ

ととしていることから、システム処理されたことで、別途紙による押印にて書類を作成

する必要はありません。押印欄が空白の書類を有効とします。 
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５．３．２ 原本が紙媒体の書類 

原本が紙媒体の書類は、電子化する必要はなく、紙媒体で納品します。なお、スキャ

ナによる取り込みにより、電子化しても構いません。 

 

５．４ 工事完成図書 

５．４．１ 工事完成図書の作成 

工事完成図書として提出する書類データを作成します。「工事図面」「工事写真」「地質・

土質調査」「i-Construction 関連データ」は、それぞれ専用のソフトウェア等を用いてデ

ータを用意します。 

 

５．４．２ 工事完成図書の登録 

情報共有システムの「書類管理機能【共有書類・検査支援】」「電子成果作成機能【納

品物等を作る】」により、工事完成図書の書類データを登録します。 

すべての書類データの登録が完了したら、「電子成果作成機能【納品物等を作る】」に

より、電子納品チェックを行います。 

 

５．５ 工事完成図書に関する留意事項 

５．５．１ 電子化の対象外の書類の取扱い 

「表紙・目次」「材料検査簿」は、電子化の対象外です。情報共有システムに登録する

ことはできませんので、紙媒体で用意します。 

 

５．５．２ 電子の取扱い 

電子で取り扱う書類は、情報共有システムへ登録することとします。電子媒体による

提出は行いません。 
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５．６ 検査 

５．６．１ 事前確認（発注者） 

情報共有システムの「電子成果作成機能【納品物等を作る】」により、電子納品チェッ

クを行います。 

 

５．６．２ 検査準備 

 ①パソコン 

検査に使用するパソコンは、受発注者でどちらが用意するか協議を行います。ただし、

情報共有システムを利用する場合、原則として受注者が用意します。 

 

 ②データ・通信回線 

情報共有システムの「電子成果作成機能【納品物等を作る】」に登録されたデータの閲

覧により検査を行う場合には、インターネットが利用できるように通信回線を用意しま

す。 

検査会場にインターネット回線が用意できない場合は、オフラインで検査を行うため、

検査前に「電子成果作成機能【納品物等を作る】」の一括ダウンロードで、データを用意

します。 

 

 ③工事写真閲覧用ソフトウェア 

工事写真の閲覧は、ツリー構造で表示ができるように、閲覧用のソフトウェアを用意

します。 

 

 ④その他 

検査は、プロジェクタ及びスクリーンの用意は必須ではありませんが、用意する場合

は原則として受注者が用意します。 

 

５．６．３ 検査実施 

情報共有システムの「書類管理機能【共有書類・検査支援】」「電子成果作成機能【納

品物等を作る】」で登録したデータは、紙に出力せずに準備したデータをパソコンの画面

で確認することにより検査を行います。 

紙媒体で作成された書類のみ、紙媒体で検査を行います。 
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５．７ 保管 

５．７．１ 発注者 

登録された工事完成図書は、電子納品保管管理システムを利用して保管します。情報

共有システムから、電子納品保管管理システムに自動転送され、登録されます。 

 

５．７．２ 受注者 

電子納品保管管理システムで発注者が保管するデータは、電子成果のみです。「書類管

理機能【共有書類・検査支援】」において「電子成果作成機能【納品物等を作る】」に連

携していないデータは、電子成果の対象外となります。 

情報共有システムの利用終了前に必要なデータをダウンロードし、保管して下さい。 

 

５．８ その他の機能 

５．８．１ 連絡機能 

受注者または発注者は、「連絡機能」を利用して関係者間でのＷＥＢメールのやり取り

が可能です。利用は必須ではありませんので、必要に応じて活用します。 

 

５．８．２ スケジュール機能 

受注者または発注者は、「スケジュール管理機能」を利用して自分自身の予定や工事に

関する予定の登録・管理が可能です。利用は必須ではありませんので、必要に応じて活

用します。 
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６．電子媒体による納品 

６．１ 提出部数 

提出する成果品の部数は以下のとおりとします。（CD-R が複数枚となる場合は、DVD-R

の使用を原則とします。） 

（1）工事の電子納品 

  ・電子納品媒体は、（正）（副）の 2部 

   ただし、監督員の指示がある場合には、代表写真を 1部提出します。 

（2）業務委託の電子納品 

  ・電子納品媒体は、（正）（副）の 2部 

   ただし、監督員の指示がある場合には、必要となる部分を紙で 1部提出します。 

 

６．２ 電子成果品のチェック 

電子成果品が、各電子納品要領・基準に適合していることを「国土交通省 電子納品

に関する要領・基準」Web サイトで公開している最新の「電子納品チェックシステム」に

より確認します。 

 

６．３ 保管（発注者） 

電子納品された成果物は、電子納品保管管理システムを利用して保管します。監督員

が、電子納品保管管理システムへのデータ登録を行います。電子納品保管管理システム

にデータ登録後、電子媒体は、契約図書とともに保管します。 
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７．電子成果の作成における留意事項 

７．１ 工事管理項目・業務管理項目 

工事管理項目の工事番号及び業務管理項目の設計書コードは、設計書に記載の工事番

号（設計書コード）の 13桁（書式：00-A0000-00-11-00）の番号を記入します。 

 

７．２ 工事図面【工事】 

発注者は、発注図のＣＡＤデータが準備できる場合は、受注者に貸与します。発注図

が貸与された場合は、工事図面を電子納品の対象とします。 

発注図が「ＣＡＤ製図基準」に準拠して作成されている場合は、受注者はＣＡＤデー

タを「DRAWINGF」フォルダに納品します。 

発注図が「ＣＡＤ製図基準」に準拠していない場合は、受注者が工事図面を「ＣＡＤ

製図基準」に準拠される修正を行う必要はなく、受注者はＣＡＤデータを「OTHRS」フォ

ルダに納品します。 

発注図が紙図面の場合は、電子納品の対象としません。 

 

７．３ ＣＡＤデータ形式 

ＣＡＤデータファイルのフォーマットは原則として SXF(SFC)形式(Ver.3.1)とします。 

SXF（SFC）を DRAWING フォルダ及び SURVEY フォルダに格納すると電子納品チェックシ

ステムでエラーが出るのでチェックは行わない、又は、「DRAWINGF」フォルダに関するエ

ラーは無視して下さい。 

 

７．４ 工事写真【工事】 

「デジタル写真管理情報基準」にもとづき撮影します。撮影頻度は「土木工事施工管

理基準」の写真管理基準にもとづき、必要以上の枚数を納品しないように注意します。

なお、電子小黒板を利用する場合の協議は不要とします。 
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人口減少が進む中、災害の激甚化や担い手不足など深刻化する課題に対応するため、先端技
術を活用し生産性向上や新たな価値の創造をしていく必要がある。
そこで、東部・伊豆地域をモデルに３次元点群データを災害復旧や観光等の様々な分野へ活
用し、安全・安心で利便性が高く快適に暮らせる「スマートガーデンカントリー“ふじのくに”」の形
成を目指す。

２ 事業内容

＜Ｈ31新規＞スマートガーデンカントリー“ふじのくに”モデル事業

区 分 内 容 H31当初 備 考

データ
取 得

東部・伊豆地域の
航空測量 440,000 H31-32実施

次世代
インフラ

既存システムの改修
・３次元点群データ
可視化機能整備

・台帳システム等との
連携

30,000 H31-33実施

新たな
取組対応

災害復旧や観光等への
データ活用
・各部局で10件程度

100,000 庁内ＷＧを設置

計 570,000

１ 概要

取得したデータはオープンデータ化することにより、民間活力を促し、社会実装を加速化する

３ ３次元点群データの活用イメージ
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3次元点群データが描く「美しいふじのくに」
～ VIRTUAL SHIZUOKAの実現 ～

出典︓山下清「東海道五十三次」15番 富士（吉原）
http://blog.mashiko-kankou.org/member/?p=1710

交通基盤部 建設支援局 建設技術企画課

土木学会デザイン賞 2016最優秀賞 白糸の滝整備事業の3次元点群データ

約３億点の３次元点群データ（X,Y,ZとRGB）で約７GB
※２時間の映画が約5GB 1
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出典︓http://kensetsunewspickup.blogspot.com/2016/06/74.html
2

３次元点群データを「地上」「車上」「上空」から取得する

3

VRで３次元点群データの中に入ることも可能︕浜松城（地上＋上空）

韮山反射炉（地上＋上空）

静岡県がオープンデータ化している３次元点群データの一例

大日本報徳社（地上＋上空）
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被災前の３次元点群データを蓄積しておけば、災害発生時にドローン等で
３次元計測 し た デ ー タ と 比 較 し て 速 や か に 被 害状況 を 把握 で き る

３次元点群データを蓄積し災害に備える

被災後の３次元点群データ 蓄積していた被災前の
データと重ね合わせ

横断面図作成

土量計算

4

ダイナミックマップ（自動走行用地図） 自動走行の有用性・社会受容性確認

しずおか自動運転 Show CASE  プロジェクト

伊豆半島を中心に約1,000kmをオープンデータ化
（全国初）

5
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出典︓ダイナミックマップ 基盤株式会社

３次元点群データを活用した浸水シミュレーション（イメージ）

6

対象物の空間的形状を精緻・忠実に表現可能
災害状況の量的把握

赤︓事前データ

青︓被災データ

事前データとの比較による被害把握

沿道建物の調査

自動運転

森林管理

文化財保護観光

測量・設計 ICT工事 維持管理の効率化

インフラの全プロセスにおける３次元データの活用

7

３次元点群データの利活用促進（VIRTUAL SHIZUOKAの構築）

景観検討

合意形成・意思決定の支援 各種シミュレーションでの活用

・距離や体積計測が可能
・対象物の位置が正確に判る
・実際のものを見るように可視化できる
・形状変化の状態監視ができる

３次元データの取得・蓄積・共有のメリット
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